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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第148期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第149期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第148期

会計期間

自　平成21年 
　　４月１日 
至　平成21年 
　　６月30日

自　平成22年 
　　４月１日 
至　平成22年 
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) 8,994 10,735 67,674

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △505 △182 2,018

当期純利益又は
四半期純損失(△)

(百万円) △235 △99 753

純資産額 (百万円) 44,802 42,893 44,603

総資産額 (百万円) 87,735 83,713 89,809

１株当たり純資産額 (円) 997.18 963.20 1,003.29

１株当たり当期純利益又
は四半期純損失(△)

(円) △5.21 △2.24 16.86

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ―

自己資本比率 (％) 50.6 51.2 49.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 12,229 7,868 9,761

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △154 △57 △2,397

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,004 △227 △1,904

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 19,852 21,957 14,241

従業員数 (名) 2,041 2,221 2,205

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

また、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の連結子会社となりました。 

　

名称 住所
資本金

(百万円)

主要な事業

の内容

議決権の

所有・被所有割合
関係内容

所有割合

(％)

被所有割合

(％)

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

月島テクノソリューション㈱ 千葉県市川市 10

各種機械の検査、各種排
水・汚泥・排ガス等の
分析および実験、機械設
計・技術解析等のコン
サルティング

100.0 ―

・役員１名兼任
・各種機械の検査、各種排水・
汚泥・排ガス等の分析並び
に実験委託

月島ビジネスサポート㈱ 東京都中央区 10

大型図面・各種書類等
の印刷・製本、事務所ビ
ル・駐車場等の不動産
管理・賃貸

100.0 ―

・役員２名兼任
・大型図面・各種書類等の印
刷・製本委託、事務所ビル・
駐車場等の不動産管理委託
並びに賃貸借

（注） 前連結会計年度までは非連結子会社でしたが、重要性が増したため当第１四半期連結会計期間より当社の連結子

会社となりました。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 2,221

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名)
637
(68)

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数の(　)内は、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。

３　臨時従業員には、パートタイマーおよび嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社グループは、生産実績の表示は困難であります。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(百万円)
前年同四半期比
（％）

水環境事業 6,664 ― 47,607 ―

産業事業 3,510 ― 18,577 ―

報告セグメント計 10,175 ― 66,185 ―

その他 5 ― ― ―

合計 10,180 ― 66,185 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

セグメントの名称 販売高(百万円)
前年同四半期比
（％）

水環境事業 6,065 ―

産業事業 4,665 ―

報告セグメント計 10,730 ―

その他 5 ―

合計 10,735 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいため、第
１四半期連結会計期間の売上高は他の四半期連結会計期間の売上高との間に著しい相違があり、業績に季節
的変動があります。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会

社）が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、輸出の緩やかな増加により生産活動が持ち直し、企

業収益が徐々に改善してまいりましたが、欧州を中心とした海外経済の下振れ懸念、円高の進行やデフレ

の影響など、景気を下押しするリスクが一部存在することに留意しなければならない状況が続きました。

　機械業界においては、上下水道分野では、機械設備の需要は低調な状況が続きました。一方、産業機械分

野では、国内の設備過剰感は徐々に弱まりつつあるものの、設備投資の回復には至りませんでしたが、海

外においては新興国を中心として設備投資の回復が顕著になってまいりました。

　このような状況の下で当社グループは、平成22年度を初年度とする３カ年の中期経営計画を立て、世界

的に関心の高まる環境やエネルギーをキーワードに事業活動を展開してまいりました。 

　国内の上下水道市場を主要マーケットとする水環境事業においては、浄水場や下水処理場における汚泥

処理設備および設備の運転・維持管理（O&M業務）を中心とした営業活動を展開してまいりました。国内

外の民需を主要マーケットとする産業事業においては、国内外の幅広い分野および業種向けに乾燥機や

分離機等の営業活動を展開してまいりました。 

　また、中期経営計画の重点施策の一つであるコストダウンの取り組みとして、新規ベンダーの発掘や海

外調達を通じて主要機器や主要設備のコストダウンを展開してまいりました。 

　その結果、当第１四半期連結会計期間における当社グループの業績は、次のとおりとなりました。 　

　受注高は101億80百万円（前年同期比136億21百万円の減少）、売上高は107億35百万円（前年同期比17

億41百万円の増収）となりました。また、損益面につきましては、営業利益は△２億95百万円（前年同期

比３億26百万円の改善）、経常利益は△１億82百万円（前年同期比３億23百万円の改善）、四半期純利益

は△99百万円（前年同期比１億36百万円の改善）となりました。 　

　なお、当社グループの売上高は第４四半期に集中する傾向にあり、年間売上高に占める第１四半期連結

会計期間の割合は小さくなっております。 

　

当社グループは、報告セグメントの事業の概要および業績について、国内の上下水道設備を主要マー

ケットとする水環境事業と、国内外の化学、鉄鋼、食品等の産業用設備を主要マーケットとする産業事業

に区分しております。 
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報告セグメント 主要な事業内容

　水環境事業 １）浄水場・下水処理場の脱水設備、乾燥設備、焼却設備等の汚泥処理プラントの設計・建設

　 ２）上記プラントに使用される各種単体機器の設計・製造・販売

　 ３）浄水場・下水処理場におけるPFI(注１)、DBO(注２)事業

　 ４）浄水場・下水処理場設備の運転・維持管理・補修およびこれらに付随する業務

　産業事業 １）化学、鉄鋼、食品等プラントの設計・建設

　
２）上記プラントに使用されるろ過機、分離機、乾燥機、ガスホルダ等各種単体機器の設計・製

造・販売

　 ３）廃液・廃水・固形廃棄物処理等プラントの設計・建設

　 ４）バイオマスエタノール製造プラントの設計・建設

　 ５）真空技術応用装置および関連部品の設計・製造

　 ６）一般・産業廃棄物処理事業

（注）１：PFI（Private　Finance　Initiative）

施設整備を伴う公共サービスにおいて、民間の有する資金、技術、効率的な運用ノウハウなどを活用する

仕組み

　２：DBO（Design　Build　Operate）

事業会社に施設の設計（Design）、建設（Build）、運営（Operate）を一括して委ね、施設の保有と資金

の調達は行政が行う方式

　
各セグメントの業績は、次のとおりであります。 

　

(水環境事業) 

水環境事業においては、公共投資の縮減により機械設備の需要は低迷しておりますが、浄水場、下

水処理場における複数年および包括O&M業務(注)や、設備建設と長期の維持管理業務を一体化した

PFI事業、DBO事業等の発注は徐々に増加しております。 

　このような状況の下で当社グループは、それらのO&M業務および各種汚泥処理設備の営業活動を推

進してまいりました。 

　その結果、当第１四半期連結会計期間における水環境事業の受注高は66億64百万円となり、売上高

は60億65百万円となりました。営業利益は△２億２百万円となりました。 

　

（注）包括O&M業務 

設備の運転管理業務だけでなく、設備の補修工事および薬品等の供給も含めた包括的な維持管理業務

　

(産業事業) 

産業事業においては、国内の設備投資需要の回復は完全ではないものの、各分野における企業の設

備過剰感は徐々に弱まり、持ち直しの動きが見えてまいりました。また、海外においては、新興国を中

心として設備投資の回復が顕著になってまいりました。 

　このような状況の下で当社グループは、国内外の幅広い分野・業種においてろ過機、分離機、乾燥機

等の単体機器を中心に受注の確保に努めてまいりました。  

　その結果、当第１四半期連結会計期間における産業事業の受注高は35億10百万円となり、売上高は

46億65百万円となりました。営業利益は△１億26百万円となりました。 
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、新規連結に伴う現金及び現金同

等物の増加１億32百万円を含め、前連結会計年度末に比べ77億15百万円増加し、219億57百万円となりま

した。当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

あります。

　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、78億68百万円となりました（前年同四半期は122億29百万円の獲

得）。これは主に、仕入債務の減少額40億84百万円等の減少要因はあったものの、売上債権の回収に

よる売上債権の減少額135億64百万円等の増加要因があったことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果使用した資金は、57百万円となりました（前年同四半期は１億54百万円の支出）。

これは主に、有形固定資産の取得による支出55百万円等によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果使用した資金は、２億27百万円となりました（前年同四半期は10億４百万円の支

出）。これは主に、長期借入れによる収入２億円等の増加要因はあったものの、長期借入金の返済に

よる支出１億17百万円、配当金の支払額３億55百万円等の減少要因があったことによるものであり

ます。

　

(3) 事業上および財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題について

重要な変更および新たに生じた課題はありません。

　なお、当社は財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その

内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

① 会社の支配に関する基本方針 

　当社は、「殆ど輸入であった諸産業の機械装置を国産し、製糖産業を出発点として、化学工業、金属精

錬等の興隆に奉仕する」という創業の精神の下、1905年の創業以来、ろ過、分離、蒸留、乾燥、焼却といっ

た単位操作技術に基づく産業機械や環境装置を設計、製造してまいりました。また、自社の製品やプロ

セスを核としたプラントの設計、建設といったエンジニアリングを手がけ、さらには、建設したプラン

トのメンテナンスや維持管理、運転管理等を請け負う等、総合的な技術ソリューションを顧客に提供す

ることで、「かけがえのない地球環境を守り、豊かな社会の礎になる諸産業に寄与する」ことを実践し

てまいりました。 

　当社は、企業が継続して発展していくには、顧客、従業員、取引先および株主等のステークホルダーと

の良好な関係を維持し発展させ、技術を基盤として中長期的な視点に立って経営することが、企業価値

ひいては株主共同の利益を確保し向上させることに繋がるものと認識しております。 

　当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買を認める以上、当社取締役会の賛同を得ずに

当社株式の大規模な買付けを行う大規模買付行為であっても、企業価値および株主共同の利益に資す

るものであれば、これを一概に否定するものではなく、当該大規模買付行為に応じるかどうかは、最終

的に、当該大規模買付行為が当社の企業価値および株主共同の利益に資するものか否かを適切に把握

した株主の皆様の判断に委ねられるべきものと考えております。 

　もっとも、当社株主の皆様が、大規模買付行為が当社の企業価値および株主共同の利益に資するもの
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か否かを適切に把握し、当該大規模買付行為に応じるか否かを判断するには、大規模買付者から十分な

情報提供がなされ、さらには、現に当社の経営を担っている当社取締役会から当該大規模買付行為に対

する当社取締役会の評価、意見等を含めた十分な情報が提供されることが必要であると考えておりま

す。 

　そこで当社取締役会は、当社株式に対する大規模買付行為が行われた際に、当該大規模買付行為に応

じるべきか否かを当社株主の皆様が判断し、或いは当社取締役会が当社株主の皆様に必要に応じて代

替案を提案するために必要な情報や時間を確保するために、必要な手続きを定めることとし、当該大規

模買付行為を行う者が当該手続きを遵守しない場合および遵守した場合でも、当該大規模買付行為が

当社の企業価値および株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合には、企業価値および株主共

同の利益に反する大規模買付行為を抑止するための取組みが必要不可欠であると判断いたします。 

　

② 基本方針を実現するための取組み

　当社は、「最良の技術をもって産業の発展と環境保全に寄与し、社会に貢献する」、「市場のニーズを

先取りし、最良の商品とサービスを顧客に提供する」、「創意と活力によって発展し、豊かで働きがい

のある企業を目指す」ことを企業理念として定めております。当社はこの企業理念の下、工場での製造

技術を基盤とした単位操作技術を駆使した機械、装置の開発から設計、製造を行い、プロセス開発を手

がけ、それら機械や装置、プロセスを核にしたプラントエンジニアリングを行い、さらには、そのメンテ

ナンスや維持管理、運転管理をお客様に提供し、産業の発展と環境保全に寄与することで社会貢献を果

たしております。これらの当社および当社グループが提供する一連のサービスは、開発・設計・調達・

製造・建設・アフターサービスといった当社および当社グループのバリューチェーンによって成せる

ものであり、このバリューチェーンを有することが当社の強みであり、特徴であると認識しておりま

す。 

　当社は、当社の事業領域を、国内の上下水道設備を主要マーケットとする水環境事業と国内外の化学、

鉄鋼、食品等の産業用設備を主要マーケットとする産業事業の２つの事業として捉えており、最近で

は、地球温暖化対策として世間から注目の集まるバイオマスの有効利用を注力分野と位置付け、汚泥の

燃料化やバイオマスエタノール製造技術の開発に経営資源を投入し、成果を上げてまいりました。しか

しながら、世界金融危機に端を発した国内外の景気後退により、特に産業事業においては厳しい事業環

境下での経営を余儀なくされております。 

　このような状況下において当社グループは、世界的な流れである地球温暖化防止のために環境・エネ

ルギー技術の研鑚を継続し、設備投資意欲が旺盛な新興国を中心とした海外事業の拡大を進めてまい

ります。また、海外での価格競争力を高めるためのコストダウンや差別化を図るための研究開発を推進

してまいります。

　

③ 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が

支配されることを防止するための取組み（買収防衛策）

　当社は平成20年４月28日開催の当社取締役会において、当社の企業価値および株主共同の利益を確保

し、向上させることを目的として、当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）（以下、

「本プラン」といいます。）を決定し、平成20年６月27日開催の定時株主総会における承認を得て導入

いたしました。

　本プランの概要は、当社の株券等の20％以上を取得しようとする大規模買付行為が行われる場合に、

大規模買付行為を行おうとする者に対し、①事前に大規模買付行為に関する必要かつ十分な情報を求

め、②当社取締役会が、当該大規模買付行為について情報収集および評価、検討を行うための期間（時
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間）を確保した上で、③当該期間経過後に大規模買付行為を開始することを手続として定め、④当該手

続が遵守されない場合、または大規模買付行為が当社の企業価値および株主共同の利益を著しく損な

うと認められる場合には、当社は、会社法その他の法律および当社定款が認める範囲内で、別途設置す

る第三者委員会の勧告を最大限尊重した上で、外部専門家等の助言を得ながら、最も適切と客観的かつ

合理的に判断した措置を選択するものです。

　また、本プランは、当社に対する大規模買付行為が行われた場合に、当社株主の皆様が当該大規模買付

行為に応じるか否かを、必要な情報と相当期間の検討に基づいて、適切に判断するために、必要な手続

を定めるものであり、当社の企業価値および株主共同の利益の保護に資するものであると考えており

ます。また、当該大規模買付行為への対抗措置の必要性および措置の内容について、当社役員の保身の

ための恣意的な判断を排除するために、客観的かつ明確な対抗措置発動の要件を定めると共に、外部専

門家の助言を得ながら、第三者委員会の勧告を最大限尊重した上で、客観的かつ合理的に判断するもの

となっております。以上により、当社では、本プランが基本方針に従い、当社の企業価値および株主共同

の利益に合致するものであり、当社役員の地位を維持することを目的とするものではないと考えてお

ります。

　なお、対抗措置として一定の基準日現在の株主に対し新株予約権の無償割当てを行う場合の具体的内

容等本プランの概要は、平成20年４月28日付「会社の支配に関する基本方針および当社株式の大規模

買付行為への対応策（買収防衛策）に関するお知らせ」として公表しており、このプレスリリース全

文については、当社ホームページ（http://www.tsk-g.co.jp/up_pdf/200804281509.pdf）をご参照願

います。

　

EDINET提出書類

月島機械株式会社(E01537)

四半期報告書

 9/31



　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は２億25百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。

　
(5) 経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

当第１四半期連結会計期間における我が国経済は、輸出の緩やかな増加により生産活動が持ち直し、企

業収益が徐々に改善してまいりましたが、欧州を中心とした海外経済の下振れ懸念、円高の進行やデフレ

の影響など、景気を下押しするリスクが一部存在することに留意しなければならない状況が続きました。

　機械業界においては、上下水道分野では、機械設備の需要は低調な状況が続きました。一方、産業機械分

野では、国内の設備過剰感は徐々に弱まりつつあるものの、設備投資の回復には至りませんでしたが、海

外においては新興国を中心として設備投資の回復が顕著になってまいりました。　 　

このような状況の下で当社グループは、世界的な流れである地球温暖化防止のために環境・エネル

ギー技術の研鑚を継続し、設備投資意欲が旺盛な新興国を中心とした海外事業の拡大を進めてまいりま

す。また、海外での価格競争力を高めるためのコストダウンや差別化を図るための研究開発を推進してま

いります。  

　

（水環境事業）

水環境事業を取り巻く環境は、市場の成熟化、公共投資の縮減等により今後も厳しい状況が続くも

のと想定されますが、浄水場や下水処理場における設備の更新工事と、補修工事および維持管理の需

要は堅調に推移しております。また、設備の建設と長期の維持管理業務を一体化したPFI事業、DBO事

業等の発注は徐々に増加しております。 

　このような認識の下で当社グループは、地球温暖化防止に寄与する環境・エネルギー技術である、

汚泥燃料化システムおよび省エネルギー効果が高い過給式流動燃焼システム等、差別化された技術

と、それらを活用したPFI事業、DBO事業、包括O&M業務等のライフサイクルビジネスを展開すること

で、安定収益事業への転換を進めてまいります。 

　

（産業事業）

産業事業を取り巻く環境は、日本国内においては景気後退に伴う設備投資の停滞が暫く続くもの

の、中国を中心とした新興国では旺盛な設備投資意欲が認められるなど、一部地域では今後の拡大が

期待できるものと想定されます。 

　このような認識の下で当社グループは、地球温暖化対策が急務である各種産業分野において、多数

の納入実績を誇る大型乾燥機の適用範囲拡大や排煙脱硫設備および廃液燃焼設備、固形廃棄物処理

設備等の環境・エネルギー技術を用いた案件の受注に注力してまいります。また、昨今の地球温暖化

防止等環境保全に関連する海外での規制強化を当社グループの受注機会の拡大と捉え、数多くの実

績を誇る環境対策技術や高効率な生産設備を海外市場へ展開していくことで、海外事業の拡大に注

力してまいります。 
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,625,800 45,625,800

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株で
あります。

計 45,625,800 45,625,800― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年４月１日～
平成22年６月30日

─ 45,625,800 ― 6,646 ― 5,485

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握してお

りません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成22年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式1,091,000

― 単元株式数　1,000株
(相互保有株式)
普通株式   76,000

完全議決権株式(その他)
普通株式 

44,203,000
44,203単元株式数　1,000株

単元未満株式 普通株式  255,800 ― １単元（1,000株）未満の株式

発行済株式総数 45,625,800 ― ―

総株主の議決権 ― 44,203 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
月島機械株式会社

東京都中央区佃２－17－15 1,091,000 ─ 1,091,0002.39

(相互保有株式)
月島テクノメンテサー
ビス株式会社

東京都中央区月島４－８－14 76,000 ─ 76,000 0.16

計 ― 1,167,000 ─ 1,167,0002.55

(注) １　株主名簿上は月島機械株式会社又は月島テクノメンテサービス株式会社名義となっておりますが、実質的に　

所有していない株式はありません。

２　平成22年６月30日現在における自己株式等の状況は、下記のとおりであります。
平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
月島機械株式会社

東京都中央区佃２－17－15 1,093,000 ─ 1,093,0002.39

計 ― 1,093,000 ─ 1,093,0002.39
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 700 729 666

最低(円) 649 614 621

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月　

１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30

日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結

財務諸表について、井上監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 19,007 13,291

受取手形及び売掛金 21,657 35,043

有価証券 3,000 1,000

仕掛品 ※３
 4,817

※３
 4,027

原材料及び貯蔵品 182 157

その他 2,971 2,809

貸倒引当金 △41 △313

流動資産合計 51,594 56,016

固定資産

有形固定資産 ※１
 13,088

※１
 13,187

無形固定資産 1,585 1,757

投資その他の資産

投資有価証券 12,712 15,176

その他 4,987 3,914

貸倒引当金 △255 △241

投資その他の資産合計 17,444 18,848

固定資産合計 32,118 33,793

資産合計 83,713 89,809

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,724 19,728

短期借入金 200 200

1年内返済予定の長期借入金 691 622

未払法人税等 136 789

前受金 4,959 4,161

賞与引当金 726 1,502

完成工事補償引当金 1,114 1,142

工事損失引当金 ※３
 213

※３
 263

その他 5,409 5,318

流動負債合計 29,175 33,728

固定負債

長期借入金 5,012 4,999

長期未払金 1,003 1,037

退職給付引当金 5,309 5,240

役員退職慰労引当金 82 118

その他 235 80

固定負債合計 11,644 11,476

負債合計 40,819 45,205
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 6,646 6,646

資本剰余金 5,485 5,485

利益剰余金 32,184 32,533

自己株式 △581 △646

株主資本合計 43,735 44,018

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △779 674

繰延ヘッジ損益 △62 △89

評価・換算差額等合計 △841 584

純資産合計 42,893 44,603

負債純資産合計 83,713 89,809
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 ※１
 8,994

※１
 10,735

売上原価 7,432 8,866

売上総利益 1,562 1,869

販売費及び一般管理費

見積設計費 225 234

役員報酬及び従業員給与・諸手当・賞与・福利
費

713 770

貸倒引当金繰入額 － 15

賞与引当金繰入額 164 168

退職給付引当金繰入額 55 55

役員退職慰労引当金繰入額 25 5

その他 1,001 917

販売費及び一般管理費合計 2,184 2,165

営業損失（△） △622 △295

営業外収益

受取利息 3 5

受取配当金 166 161

持分法による投資利益 2 3

その他 13 6

営業外収益合計 186 177

営業外費用

支払利息 45 39

その他 24 24

営業外費用合計 69 64

経常損失（△） △505 △182

特別利益

固定資産売却益 0 0

貸倒引当金戻入額 44 273

特別利益合計 45 274

特別損失

固定資産除売却損 0 0

投資有価証券評価損 0 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 146

その他 － 0

特別損失合計 1 147

税金等調整前四半期純損失（△） △462 △55

法人税等 ※２
 △231

※２
 43

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △99

少数株主利益 5 －

四半期純損失（△） △235 △99
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △462 △55

減価償却費 385 350

のれん償却額 － 11

退職給付引当金の増減額（△は減少） 59 15

賞与引当金の増減額（△は減少） △819 △836

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △236 △41

貸倒引当金の増減額（△は減少） △44 △258

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △87 △29

工事損失引当金の増減額（△は減少） 23 △50

受取利息及び受取配当金 △170 △167

支払利息 45 39

持分法による投資損益（△は益） △2 △3

有形固定資産除売却損益（△は益） 0 0

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 146

投資有価証券評価損益（△は益） 0 －

売上債権の増減額（△は増加） 19,752 13,564

前受金の増減額（△は減少） 1,946 797

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,621 △804

仕入債務の増減額（△は減少） △6,527 △4,084

その他 693 △85

小計 12,934 8,510

利息及び配当金の受取額 168 172

利息の支払額 △47 △44

法人税等の支払額 △826 △770

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,229 7,868

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △15 △55

有形固定資産の売却による収入 2 0

無形固定資産の取得による支出 △5 －

投資有価証券の取得による支出 △137 －

貸付金の回収による収入 1 1

その他の支出 △1 △7

その他の収入 － 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △154 △57
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 150 150

短期借入金の返済による支出 △150 △150

長期借入れによる収入 － 200

長期借入金の返済による支出 △115 △117

リース債務の返済による支出 △1 △2

自己株式の売却による収入 － 49

自己株式の取得による支出 △512 △1

配当金の支払額 △363 △355

少数株主への配当金の支払額 △11 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,004 △227

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 11,070 7,583

現金及び現金同等物の期首残高 8,782 14,241

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 132

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 19,852

※１
 21,957
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１  連結の範囲に関する事項の変

更

(1) 連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、重要性が増した月島テクノソリュー

ション㈱、月島ビジネスサポート㈱の２社を連結の範囲に含めております。

　 (2) 変更後の連結子会社の数

７社

２  会計処理基準に関する事項の

変更

 

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企

業会計基準第18号  平成20年３月31日)および「資産除去債務に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を

適用しております。

これにより、営業損失、経常損失は２百万円、税金等調整前四半期純損失

は149百万円それぞれ増加しております。また、当会計基準等の適用開始に

よる資産除去債務の変動額は167百万円であります。

　なお、資産除去債務は、固定負債「その他」に含めて表示しております。

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期連結貸借対照表関係)

前第１四半期連結会計期間において、固定負債の「その他」に含めて表示しておりました「長期未払金」は、金

額的重要性が増したため、当第１四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第１四半期連結

会計期間の固定負債の「その他」に含まれる「長期未払金」は221百万円であります。

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の一

部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第１四半期連結累計期間では、「少

数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第１四半期連結会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

税金費用の計算 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

　ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠

く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。 

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は18,491百万円で

あります。

　２　偶発債務
下記のとおり、銀行からの借入金に対し債務保証
を行っております。　　　

従業員(住宅資金) 6百万円

計 6百万円

※３　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工

事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。 

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資

産のうち、工事損失引当金に対応する額は57百万

円（うち仕掛品57百万円）であります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は18,170百万円で

あります。

　２　偶発債務
下記のとおり、銀行からの借入金に対し債務保証
を行っております。　　　

従業員(住宅資金) 7百万円

計 7百万円

※３　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工

事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。 

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資

産のうち、工事損失引当金に対応する額は25百万

円（うち仕掛品25百万円）であります。

　

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

※１　当社グループの売上高は、通常の営業形態として、

上半期に比べ下半期に完成する工事の割合が大き

いため、第１四半期連結会計期間の売上高は他の

四半期連結会計期間の売上高との間に著しい相違

があり、業績に季節的変動があります。

※１　同左

 

※２　法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しており

ます。

※２　同左
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 17,102百万円

有価証券に含まれる現金同等物 2,800百万円

計 19,902百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △50百万円

現金及び現金同等物 19,852百万円

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 19,007百万円

有価証券に含まれる現金同等物 3,000百万円

計 22,007百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △50百万円

現金及び現金同等物 21,957百万円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）および当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月

１日　至　平成22年６月30日）

１　発行済株式に関する事項
　

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 45,625,800

　

２　自己株式に関する事項
　

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式（株） 1,093,239

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額
　

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年５月26日
取締役会　（注）

普通株式 利益剰余金 356 8.00平成22年３月31日 平成22年６月14日

（注）連結子会社が所有している自己株式に係る受取配当金（０百万円）を含めております。

　

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

　
水環境事業
(百万円)

産業事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 4,588 4,405 8,994 ― 8,994

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,588 4,405 8,994 (―) 8,994

　　営業損失（△） △ 327 △ 295 △ 622 (―) △ 622

(注) １　事業区分は、売上集計区分によっております。

２　各事業の主要な製品

(1) 水環境事業……浄水場・下水処理場の脱水設備、乾燥設備、焼却設備等の汚泥処理プラント、各種単体機器、

浄水場・下水処理場におけるPFI、DBO、浄水場・下水処理場設備の運転・維持管理・補修等

(2) 産業事業………化学・鉄鋼・食品等プラント、ろ過機、分離機、乾燥機、ガスホルダ等各種単体機器、廃液・

廃水・固形廃棄物処理等プラント、バイオマスエタノール製造プラント、真空技術応用装

置、一般・産業廃棄物処理等 

３　「工事契約に関する会計基準」等の適用

　　　当第１四半期連結会計期間から、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19年12月27日)お

よび「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日)を適用し

ております。

　これにより、従来の方法と比較して、水環境事業の売上高は３百万円増加し、営業損失は１百万円減少してお

り、産業事業の売上高は８百万円増加し、営業損失は０百万円減少しております。 

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

在外連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

　 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,166 335 1,501

Ⅱ　連結売上高(百万円) ─ ─ 8,994

Ⅲ　連結売上高に占める海外
　　売上高の割合(％)

13.0 3.7 16.7

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1)　アジア……………韓国、中国、サウジアラビア

(2)　その他の地域……ブラジル、ハンガリー、ポーランド

３　海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１　報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

当社グループは、国内の上下水道設備を主要マーケットとする水環境事業と、国内外の化学、鉄鋼、食

品等の産業用設備を主要マーケットとする産業事業を中心に事業活動を展開していることから、「水

環境事業」、「産業事業」の２つを報告セグメントとしております。

各報告セグメント別の主要な事業内容は、以下のとおりであります。

　

報告セグメント 主要な事業内容

　水環境事業 １）浄水場・下水処理場の脱水設備、乾燥設備、焼却設備等の汚泥処理プラントの設計・建設

　 ２）上記プラントに使用される各種単体機器の設計・製造・販売

　 ３）浄水場・下水処理場におけるPFI、DBO事業

　 ４）浄水場・下水処理場設備の運転・維持管理・補修およびこれらに付随する業務

　産業事業 １）化学、鉄鋼、食品等プラントの設計・建設

　
２）上記プラントに使用されるろ過機、分離機、乾燥機、ガスホルダ等各種単体機器の設計・製

造・販売

　 ３）廃液・廃水・固形廃棄物処理等プラントの設計・建設

　 ４）バイオマスエタノール製造プラントの設計・建設

　 ５）真空技術応用装置および関連部品の設計・製造

　 ６）一般・産業廃棄物処理事業

　

２　報告セグメントごとの売上高および利益又は損失の金額に関する情報

当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

　

　 報告セグメント
その他
(注) １
(百万円)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２
(百万円)

　
水環境事業
(百万円)

産業事業
(百万円)

計
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 6,065 4,66510,730 5 10,735 ― 10,735

　セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― 267 267 △ 267 ―

計 6,065 4,66510,730 273 11,003△ 267 10,735

セグメント利益又は損失（△） △ 202 △ 126 △ 328 33 △ 295 ― △ 295

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検査・分析、印刷・製本、不動産賃

貸事業等を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失であります。

　

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

(追加情報)

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第

17号　平成21年３月27日)および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第20号　平成20年３月21日)を適用しております。
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(金融商品関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)

その他有価証券で時価のあるものが、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計

年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

区分
取得原価
(百万円)

四半期連結
貸借対照表計上額
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 株式 13,549 12,235 △1,313

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 3,004 3,005 0

計 16,554 15,241 △1,313

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 963.20円
　

　 1,003.29円
　

(注)１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第１四半期連結会計期間末

(平成22年６月30日)
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額 42,893百万円 44,603百万円

普通株式に係る純資産額 42,893百万円 44,603百万円

差額の内訳 ―百万円 ―百万円

普通株式の発行済株式数 45,625,800株 45,625,800株

普通株式の自己株式数 1,093,239株 1,168,399株

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数

44,532,561株 44,457,401株

　

２  １株当たり四半期純損失（△）および潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △5.21円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

１株当たり四半期純損失（△） △2.24円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純損失（△）の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
  至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純損失(△）

△235百万円 △99百万円

普通株式に係る四半期純損失(△） △235百万円 △99百万円

普通株主に帰属しない金額 ─百万円 ─百万円

普通株式の期中平均株式数 45,237,916株 44,475,896株

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第148期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）期末配当については、平成22年５月26日開催の

取締役会において、平成22年３月31日現在の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期末配当を行う

ことを決議しました。

① 配当金の総額…………………………………………356百万円

② １株当たりの金額……………………………………８円00銭

③ 支払請求の効力発生日および支払開始日…………平成22年６月14日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月７日

月島機械株式会社

取締役会　御中

　

井上監査法人

　

代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　萱　　嶋　　秀　　雄　　印

　

業務執行社員 　 公認会計士　  林　　　　　映　　男　　印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている月島

機械株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、月島機械株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年８月13日

月島機械株式会社

取締役会　御中

　

井上監査法人

　

代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　萱　　嶋　　秀　　雄　　印

　

業務執行社員 　 公認会計士　  林　　　　　映　　男　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている月島

機械株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、月島機械株式会社及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

追記情報 

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１

四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」を適用している。 

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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